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変更前 変更後

保
安
規
定
記
載

１．変更内容（変更及び工事概要（１／２））

（１）保安規定変更内容

 東海第二発電所 保安規定第９９条（周辺監視区域）及び東海発電所 保安規定第３１条（周辺監視区域）について，

周辺監視区域境界を示す図９９及び図３１の変更を行う。（第1表）

１

第1表 保安規定変更比較表



１．変更内容（変更及び工事概要（２／２））

• 現在，東海第二発電所で実施している工事（安全性向上対策工事）の進捗に伴い，作業用地（躯体工事に伴う鉄筋の組み立て作

業，コンクリート打設のための型枠の組み立て作業等）を確保する必要がある。

• 確保可能な作業用地が周辺監視区域外に跨ることから，周辺監視区域を変更する。

• なお，今回の変更は，安全性向上対策工事終了後，変更前の位置に復旧予定である。

• 今回変更する周辺監視区域境界には，隣接する国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）施設の周辺監視区域境界

が設定されているため，適用時期は，周辺監視区域の変更に関する東海発電所，東海第二発電所及びJAEA関連施設の保安規

定変更が全て認可を受け，周辺監視区域境界の標識を設置した後とする。

第1図 周辺監視区域（変更後）
東海第二発電所 保安規定第９９条（周辺監視区域）図９９

東海発電所 保安規定第３１条（周辺監視区域）図３１

（２）変更概要

２

第2図 周辺監視区域変更範囲拡大図



２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（１／７）

被ばく経路 実効線量

（μSv／y）

①気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線量 約2.8

②液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効
線量

約5.2

③気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれるよう素を
同時に摂取する場合の実効線量

約0.4

合計（①＋②＋③） 約8.4

３

（１）平常時被ばく

・添付書類九の平常運転時における一般公衆の受ける実効線量には，「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線

量」及び「人の居住に着目した場合の実効線量」がある。このうち放出源から線量計算地点までの距離の変更の影響を受けるのは，

「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」である。

・ 「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」の影響を確認するために，第3図に示す評価点A及び評価点Bの線

量評価を行った。第2表に示すとおり，評価点Aの実効線量は，約2.4μSv／yとなり，線量計算地点S（南）の線量評価結果に比べ低減

する。また，評価点Ｂの実効線量は，約4.0μSv／yとなり，線量計算地点ＳＳＷ（南南西）の線量評価結果に比べ低減する。

・ 「人の居住に着目した場合の実効線量」の各方位の線量計算地点は，第4図に示すとおりであり，東海第二発電所の周辺監視区域境

界に隣接事業所の周辺監視区域境界を加えた区域を非居住区域とし，非居住区域境界上に設定しており，今回の周辺監視区域の

変更で，第3表示す「人の居住に着目した場合の実効線量」 への影響はない。

第3表 人の居住に着目した場合の実効線量

評価方位
実効線量
（μSv／y）

S 約2.5 約2.4（評価点A）

SSW 約4.3 約4.0（評価点B）

第2表 周辺監視区域境界における

希ガスのγ線に起因する実効線量



２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（2／7）

４

・ 「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量」の各方位の実効線量は図3に示すとおりであり，実効線量が最大と

なる方位は主排気筒からＳW（南西）方位の線量計算地点で約5.5μSv／yとなっている。

・また，周辺監視区域境界を変更する主排気筒からS（南），SSW（南南西)の 「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実

効線量」は，約2.5μSv／y，約4.3μSv／yであり，実効線量が最大となる主排気筒のSW（南西）の約5.5μSv／yに比べ低い。

・周辺監視区域境界の変更による線量計算地点の変更はないが，周辺監視区域境界の位置は約50m程度拡張される。仮に，拡張予

定の周辺監視区域境界近傍の線量計算地点Ｓ（南）， ＳＳＷ（南南西）を50m拡張した場合の実効線量は，約2.4μSv／y，

約4.0μSv／yであり，実効線量は低減する。

第3図 平常運転時の周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起因する実効線量



２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（3／7）

５

・ 「人の居住に着目した場合の実効線量」の各方位の線量計算地点は第4図に示すとおり，東海第二発電所の周辺監視区域境界に隣

接事業所の周辺監視区域境界を加えた区域を非居住区域とし，非居住区域境界上に設定しており，今回の周辺監視区域の変更によ

り「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」に示される線量目標値50μSv／yに影響を与えるものではない。

なお，最大の実効線量となるのは主排気筒からSW（南西）方位の線量計算地点である。

第4図 平常運転時の人の居住に着目した場合の実効線量



２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（4／7）

・事故時線量評価については，敷地境界上で放出源を中心とした16方位のうち海側方位を除いた線量計算地点を選定し評価している。

・ 設計基準事故の各方位の線量計算地点は，東海第二発電所の周辺監視区域境界に隣接事業所の周辺監視区域境界を加えた区域

を非居住区域とし，非居住区域境界上に設定しており，今回の周辺監視区域境界の変更は，非居住区域境界内での変更であり，設

計基準事故における非居住区域境界上の線量計算地点に影響はない。

・有効性評価（炉心損傷防止対策）の各方位の線量計算地点は，非居住区域境界上及び敷地境界上に設定しており，今回の周辺監視

区域境界の変更は，非居住区域境界内での変更であること，また，敷地境界は変更しないことから有効性評価（炉心損傷防止対策）

における非居住区域境界上及び敷地境界上の線量計算地点に影響はない。

・各々の事故時の線量が最大となる線量計算地点は，第5図～第7図に示すとおりで，周辺監視区域境界の変更となる地点ではないこ

とから，線量評価への影響はない。

（２）事故時被ばく

６



７
第5図 設計基準事故（主蒸気管破断）の線量計算地点及び最大方位

２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（5／7）



８
第6図 設計基準事故（主蒸気管破断を除く）の線量計算地点及び最大方位

２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（6／7）



第7図 有効性評価（炉心損傷防止対策）の線量計算地点および最大方位 ９

２－１．周辺監視区域境界の変更による線量評価への影響について（7／7）



２－２．原子炉設置許可の対応

設置許可 評価結果

本文及び本文添付参考

図面

周辺監視区域境界は，東海発電所の本文添付参考図面の発電所一般配置図に使用され

ているものの，今回の周辺監視区域境界の変更は本文記載事項に影響を与えるものでは

ない。

添付書類九

（平常運転時における一

般公衆の受ける線量評

価）

東海第二発電所における平常時被ばくで「周辺監視区域境界における希ガスのγ線に起
因する実効線量」の線量計算地点は，排気筒を中心に16方位に分割した海側と隣接事業
所を除く7方位の周辺監視区域境界上としているが，今回の周辺監視区域境界の変更は
計算地点に係わらないことから，線量評価に影響を与えるものではない 。
また，「人の居住に着目した場合の実効線量」の線量計算地点は，非居住区域境界上に設
定しており，今回の周辺監視区域境界の変更は計算地点に係わらないことから線量目標
値50μSv/yに影響を与えるものではない。

添付書類十

（事故時における一般公

衆の受ける線量評価）

東海第二発電所における設計基準事故，重大事故及び仮想事故の線量計算地点は，

タービン建屋又は排気筒を中心に16方位に分割した陸側方位の非居住区域境界上とし，

着目地点以遠で大気拡散係数が最大となる場合は，その大気拡散係数を使用することと

しており，今回の周辺監視区域境界の変更は計算地点に係わらないことから，線量評価に

影響を与えるものではない。

東海第二発電所における重大事故に至るおそれがある事故の線量計算地点は，原子炉

格納容器圧力逃がし装置放出口又は主排気筒を中心に16方位に分割した陸側方位の敷

地境界及び非居住区域境界上としており今回の周辺監視区域境界の変更は計算地点に

係わらないことから 線量評価に影響を与えるものではない 。

１０

（１）東海発電所及び東海第二発電所原子炉設置許可への影響
・今回の周辺監視区域境界の変更は，第4表に示すとおり，本文及び添付書類に記載している線量評価に影響を与えるものではないこ

とを確認しており，原子炉設置変更許可申請は不要である。

第4表 原子炉設置許可への影響確認結果



３．廃止措置計画の対応（1／2）

１１

（１）東海発電所廃止措置計画への影響

・今回の周辺監視区域境界の変更は，第5表に示すとおり，本文および添付書類の記載事項および線量評価に影響を与えるものでは
ないことを確認しており，廃止措置計画変更認可申請は不要である。

第5表 廃止措置計画への影響確認結果

廃止措置計画 確認結果

本文及び添付書類の図 周辺監視区域境界は，本文および添付書類の図の一部に使用されているものの，今回の
周辺監視区域境界の変更は本文および添付書類の記載事項に影響を与えるものではない。

添付資料三（平常時の線量評価結果） 平常時における放射性気体廃棄物による線量評価地点は，方位別の陸側において相対濃
度（χ/Q）が最大となる地点としているが，今回の周辺監視区域境界の変更は評価地点に
係わらないことから，線量評価に影響を与えるものではない。（第8図）

平常時の放射性固体廃棄物による線量評価地点は，使用済燃料冷却池建屋から最も近い
周辺監視区域境界上としているが，今回の周辺監視区域境界の変更は評価地点に係わら
ないことから，線量評価に影響を与えるものではない。（第8図）

添付書類四（事故時の線量評価結果） 事故時における線量評価地点は，実効線量が最大となる地点としており，今回の周辺監視
区域境界の変更は評価地点に係わらないことから，線量評価に影響を与えるものではない。
（第8図）



３．廃止措置計画の対応（2／2）

１２

第8図 廃止措置計画における線量評価地点



４．周辺監視区域境界変更に伴う工事期間中の管理（１／２）

１３

（１）工事工程（予定）
・エリア造成を実施し，変更後の周辺監視区域境界に新設の門扉及び柵を設置する。（第9図①）
・保安規定変更認可を受けた後，新設の門扉，柵及び標識の設置完了を確認した上で，周辺監視区域境界を変更する（第9図②）。
・変更前の周辺監視区域の柵及び標識については，周辺監視区域境界変更後に撤去する。（第9図③）

第9図 周辺監視区域境界変更の工事工程

凡例
既設門扉
新設門扉
周辺監視区域境界（現状）
周辺監視区域境界（変更後）



４．周辺監視区域境界変更に伴う工事期間中の管理（２／２）

１４

（2）門扉の新設及び管理について
・安全性向上対策工事の過程でJAEAの道路を使用する場合に必要なため，変更した周辺監視区域境界の南側に新たに門扉を
設けるが，管理については既存の発電所南側門扉と同じ扱いである。新設の柵と併せて設置するものであり，業務上立入る者
以外の立入を制限するための追加の措置は不要である。

・新設する門扉の正面図を第10図に示す。

第10図 新設する門扉の設置正面図



５．保安規定認可申請に係る基準への適合性

規則第78 条

第1項第3号ロ項

規則第92条

第1項第9号

規則第92条

第3項第8号

保安規定

審査基準
措置

境界に柵又は標識

を設ける等の方法

によって周辺監視

区域に業務上立ち

入る者を以外の者

の立入りを制限①す

ること。ただし、当該

区域に人が立ち入

るおそれのないこと

が明らかな場合は、

この限りでない。

管理区域、保

全区域及び周

辺監視区域の

設定並びにこ

れらの区域に

係る立入制限

等に関すること。

周辺監視区域

を明示①し、業

務上立ち入る

者を除く者が周

辺監視区域に

立ち入らないよ

うに制限②する

ために講ずべ

き措置が定め

られていること。

【①周辺監視区域の明示】

• 新たに設置する周辺監視区域境界柵及びゲートに周辺監視区域境界

標識を設置し，掲示する。（５０mごとに設置）

• 保安規定変更認可を受けた後，変更後の周辺監視区域境界柵及び

ゲートに標識を設置した時点から，変更後の標識の運用を開始する。

【②周辺監視区域に立ち入らないように制限するために講ずべき措置（柵

等）】

• 新たに設置する周辺監視区域境界柵及びゲートは，変更に先立って変

更後の境界に設置する。

• 保安規定変更認可を受けた後，変更後の周辺監視区域境界柵及び

ゲートに標識を設置した時点から，変更後の周辺監視区域境界で管理

を開始する。

その他 【その他（運用等）】

• 柵及びゲートを新設するが，出入管理等の運用は従来と同じ（従来の運

用から変更なし）。

• 柵，ゲート及び標識の管理は，１か月１回の頻度で巡視点検を行う（従

来の運用から変更なし）。

• 変更後の周辺監視区域境界位置は，JAEAの敷地に設置する。なお，

土地の使用に関して敷地境界の変更はない（当該の土地使用に関する

承諾は受けており，実施時期等の詳細は契約にて調整）。

１５

・周辺監視区域境界の変更後も，従前と同様に柵及び標識を設置し管理することで，実用炉規則及び保安規定審査基準の要求事項に

適合する。（第6表）

第6表 基準への適合性




